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1.説明会の趣旨及び「水産業を守る」政策パッケージについて

２



〇ＡＬＰＳ処理水の海洋放出以降の一部の国・地域による輸入規制強化等を踏まえ、安定的な輸出

を継続できるサプライチェーンを構築する観点から、輸出先を多角化することが必要となっています。

〇中国による日本産水産物に対する輸入停止措置に伴い、輸出が困難となったホタテ等の水産物

については、

(1)日本貿易振興機構（ジェトロ）等によるビジネスマッチング等の支援策、

(2)国内加工体制の強化対策、

(3)HACCP等の施設認定等の輸出先転換対策等を、講じることとしています。

〇 農林水産省としては、関係各省との連携の下、「水産業を守る」政策パッケージをはじめとする各

種の支援策を講じており、輸出先国の多角化に向けて、事業者の皆様と積極的に取り組んでまい

りたいと考えています。

「水産業を守る」政策パッケージ

輸出先の多角化に向けて 農林水産省輸出・国際局

○ 輸出先の転換対策

○ 国内加工体制の強化対策

等

 ベトナム等の第３国にあるアメリカ向け認定施設等につい

ての情報提供

 輸出向けHACCP等対応施設の認定、施設整備の支援

 品目団体を通じてオールジャパンで行う、海外販路開拓・

市場調査等の輸出力強化に向けた取組の支援

等 ３本資料のお問合せ先：農林水産省輸出・国際局輸出企画課 03-3502-3408



輸出先国・地域の転換等のための説明会、開催スケジュール

内容 ⽇時 会場 申し込み
締め切り

規制対応説明会 9/29（⾦）
14時-16時

オンライン 9/27（⽔）
17時

北海道ブロック 10/2（⽉）
14時-16時

対⾯（札幌第1合同庁舎）
オンライン

9/29（⾦）
12時

東北ブロック 10/4（⽔）
13時30分-15時30分

対⾯（TKPガーデンシティ仙台）
オンライン

10/2（⽉）
17時

関東ブロック 10/6（⾦）
13時30分-15時30分

対⾯（さいたま新都⼼合同庁舎）
オンライン

10/4（⽔）
17時

東海・北陸・近畿ブロック 10/10（⽕）
13時30分-15時30分

オンライン 10/6（⾦）
17時

中国四国ブロック 10/11（⽔）
13時30分-15時30分

オンライン 10/10（⽕）
17時

九州沖縄ブロック 10/13（⾦）
13時30分-15時30分

オンライン 10/12（⽊）
17時

プレスリリース︓ ⽔産物の輸出先国・地域の転換等のための説明会を開催します。︓農林⽔産省 (maff.go.jp) ４
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

輸出重点品⽬（⽜⾁、コメ、りんご、ぶどう、茶、かんしょ、製材、
ぶり、ホタテ⾙等）について、改正輸出促進法に基づき認定された
品⽬団体等※が、品⽬ごとに⽣産から販売までの業界関係者を取り
まとめオールジャパンで⾏う、輸出⼒の強化につながる取組を、以下
のメニューにより⽀援します。
※認定された団体及び認定に向け取り組む団体

<⽀援メニュー>

① 輸出ターゲット国の市場調査・規制調査
② 海外におけるジャパンブランドの確⽴
③ 業界関係者共通の輸出に関する課題解決に向けた実証等
④ 海外における販路開拓活動
⑤ 輸出促進のための規格の策定・普及
⑥ 国内事業者の⽔平連携に向けた体制整備
⑦ 輸出⼿続きや商談等の専⾨家による⽀援
⑧ 新規輸出国開拓に向けた調査及び輸送試験
⑨ 任意のチェックオフ制度導⼊に向けた体制整備

＜対策のポイント＞
改正輸出促進法に基づき認定された農林⽔産物・⾷品輸出促進団体（いわゆる品⽬団体）等が⾏う業界全体の輸出⼒強化に向けた取組を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

［お問い合わせ先］輸出・国際局輸出企画課（03-6744-1779）

＜事業の流れ＞

国 ⺠間団体等

マーケットイン輸出ビジネス拡⼤⽀援事業のうち
品⽬団体輸出⼒強化⽀援事業

包材の規格化
（イメージ）

バイヤー向けセミナー・
商談会

定額、1/2

※下線部は拡充内容

①-例 ・ターゲット市場における⽊材製品の市場動向やニーズ、内装材・外
装材などの製品規格等に関する調査

・⾷⾁加⼯品について、輸出先国ごとの添加物使⽤、 成分表⽰
等の規則の調査

②-例 ・輸出先国において、⽇本産⻘果物の産地情報をタグ付きマークに
より確認できるシステムの導⼊・普及

・⽇本産ほたて⾙製品の偽造品の流通防⽌対策
③-例 ・かんしょの輸送時の腐敗防⽌技術の実証・普及

・輸出先の飼料添加物の残留基準を満たす養殖実証
④-例 ・バイヤー向けセミナーの開催、品⽬専⾨⾒本市への出展等

・コメ・コメ加⼯品の情報やECサイトを集約したプラットフォームサイ
トの構築

⑤-例 ・輸送資材や温度管理等、相⼿国ニーズへの対応（品質保持
等）に必要な規格やマニュアル等の策定に向けた検討

・策定した規格やマニュアル等の普及に向けた研修の実施や構成員
による実装に必要な認証取得への⽀援

⑥-例 ・リレー出荷や⼤ロット確保に向けた、出荷時期・量・有機対応等の
産地データベースの構築等

⑦-例 ・現地マーケットや規制に精通する専⾨家による会員への相談対応
⑧-例 ・鮮度保持や輸出規則対応の確認のための輸送実証
⑨-例 ・任意チェックオフ導⼊に向けた諸外国の事例調査や国内関係者

を集めた検討会の開催、徴収体制の構築、徴収事務等

現地でのPR活動

【令和５年度予算概算決定額 907（907）百万円】
（令和４年度補正予算額 4,201百万円）
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2.輸出先の転換対策について

2-1 ALPS処理水関連の輸入規制強化を踏まえた水産業の特定国・地
域依存を分散するための緊急支援事業

輸出・国際局

10



ALPS処理水関連の輸入規制強化を踏まえた水産業の特定国・地域依存を分散するための緊急支援事業

代替輸出先への
安定した日本産
品の供給支援に
向けた海外市場
開拓等支援事業

多様な販売先を確保するためには、現地小売業者や外食産業等へ
の売り込みを強化していく必要がある。そこで、（１）ジェトロの
バイヤーネットワークを活用した商談会の開催、展示会への出展支
援、ビジネスマッチングやプロモーション等により、輸出先を新た
に切り拓くことに加え、安定した質の産品を継続的に供給すること
が必要。（２）また、輸出先開拓支援や需要喚起対策などにより生
まれた需要に対して、水産物等の日本産品を継続的・安定的に供給
するには、適切な海外展開戦略や事業計画の作成、貿易実務・法務
などの個別課題に対する対応など様々な課題が立ちはだかる。その
ような課題に直面した我が国企業に専門家による伴走型支援を行い、
継続的・安定的に日本産品の供給を行える体制構築の支援を行う。
なお、上記支援を実施するに際しては、現下の情勢を鑑み、大企

業と中堅・中小企業は区別しない。

①販路開拓に向けた商談機会の拡充等
イ）商談会開催・展示会出展、これらの機会を捉えたバイヤー等に向けた

レセプション等の実施、現地小売店や飲食店等と連携した取組の実施、
水産物企画展等サンプルショールームを活用した取組等

ロ）日本の水産業者等らのミッション派遣又はバイヤーを始めとする関連
事業者の招聘等によるビジネスマッチング、プロモーション等

ハ）代替輸出先となりうる国・地域等におけるバイヤー、市場動向等の調
査

②専門家による支援等
イ）専門家雇用
ロ）専門家旅費
ハ）セミナー・相談会等開催経費
ニ）事務局経費

越境EC等を通じ
た新規輸出先開
拓支援

中国や香港等の水産物の輸入禁止措置や風評被害等による影響を受
け、これまで商流開拓ができていなかった地域をメインターゲット
に、（１）海外ECサイトで日本の水産物等を取り扱う「ジャパン
モール」の開設に向け、各ECサイトにおけるウェブページ作成、商
物流開拓、バイヤーへの売り込み等を行う。（２）また、日本の水
産物等を取り扱う越境ECサイトへのアクセス増加を目指してウェブ
上を中心としたプロモーションを実施する。（３）海外ECサイトの
有力バイヤー等を招聘して水産物業者等との商談会等を実施するほ
か、イベントの開催等によって海外における水産物等のイメージ向
上を図り、各ECサイトでの取扱拡大を目指す。
これら取組を通じ、新たな輸出先の開拓を支援する。
なお、上記支援を実施するに際しては、現下の情勢を鑑み、大企業
と中堅・中小企業は区別しない。

①海外ECサイトにおける「ジャパンモール」の開設
イ）ジャパンモール製作費
ロ）プロモーション経費等

②越境ECサイトにおける特設サイト開設等プロモーション
イ）特設サイト開設等プロモーション経費

③ECサイトと連動した商談会等の実施（バイヤーの招聘、商談会設置
等）
イ）商談会・展示会等開催費
ロ）プロモーション経費
ハ）事前準備、補助要員、事務諸費等

JFOODOによる代
替輸出先の需要
喚起

香港や中国等への輸入停止措置や風評被害の影響を受けている水
産物等の日本産品について、代替輸出先国・地域での潜在的需要を
掘り起こし、新たな市場を開拓するとともに、風評の払しょくを図
るため、JFOODOによる（１）代替輸出先国・地域での需要を喚起す
るための消費者向けプロモーション、（２）海外消費者向けの情報
発信等を通じたブランディングを効果的かつ効率的に実施するため
の支援を行う。
なお、上記支援を実施するに際しては、現下の情勢を鑑み、大企

業と中堅・中小企業は区別しない。

①新規市場開拓のための重点的プロモーション
海外市場におけるニーズ及び潜在的需要を踏まえ、現地の飲食店や

小売店と連携したプロモーション等を実施し、代替輸出先の潜在的需
要を掘り起こし、新たな市場を開拓するための取組を支援する。
②日本産食材サポーター店と連携したプロモーション
日本産食材サポーター店と連携し、海外現地の需要を喚起するため

の取組を支援する。
③ブランディング支援
多言語でのデジタルコンテンツの充実やメディア・SNSを通じた情

報発信等の取組を強化する。

本資料のお問合せ先：農林水産省輸出・国際局輸出企画課 03-3502-3408 11



政府は、令和3年4⽉に、ALPS処理⽔を海洋放出する基本⽅針を決定し、本年8⽉22⽇には、政府としてALPS処理⽔の処分が完
了するまで安全確保、⾵評対策・なりわい継続に全責任を持って取り組むことを確認した上で、海洋放出開始は8⽉24⽇を⾒込むと⽰し、
東京電⼒ホールディングス株式会社が同⽇に放出を開始しました。
他⽅、ALPS処理⽔の放出に関しては、新たな⾵評影響の発⽣について御懸念の声をいただいていることから経営・輸出等について事業

者の皆様からのご相談を受け付ける体制を改めて整備しました。

1.特別相談窓⼝の設置
中⼩企業基盤整備機構（全国の地域本部及び沖縄事務所）、⽇本貿易振興機構（ジェトロ）（本部、⼤阪本部、全国の事務

所）及びよろず⽀援拠点（北海道、⻘森県、岩⼿県、宮城県、福島県、茨城県及び千葉県の地域）に特別相談窓⼝を設置します。

【ご利⽤例】
売上げの減少等のお悩みを抱えている中⼩企業等の相談に対して、新たな販路の拡⼤や新商品の開発などの⽀援策情報を提供し、ハ

ンズオンで⽀援を⾏います。
⾷品輸出に当たって現地通関、物流、取引先とのトラブルが⽣じた中⼩企業等の相談に対してアドバイスを⾏うほか、新たな海外販路開
拓に関する相談に対応します。

２．アドバイザーの派遣
中⼩企業基盤整備機構北海道本部、東北本部（福島⽀援センター含む）及び関東本部は、アドバイザーを派遣し、事業計画の策

定や販路開拓等に関する相談及びアドバイスを⾏います。）

【ご利⽤例】
売上げの減少等のお悩みを抱えている中⼩企業等を訪問し、個別の課題等を確認しながら、事業計画の策定や⽣産性改善の提案等

を⾏います。

ALPS処理水の処分に伴う経営・輸出等の対策に関する特別相談窓口の設置及びアドバイザーの派遣を行い
ます [令和５年８月24日プレスリリース（農林水産省、経済産業省）より抜粋]

※ 各都道府県におけるJETRO相談窓口のご連絡先はプレスリリース又は本資料の15ページをご覧ください
12



2.輸出先の転換対策について

2‐2 ジェトロにおける具体的な事業計画

日本貿易振興機構（JETRO）
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JETRO/JFOODOによる代替販路開拓事業

１．海外販路の開拓
・海外⾒本市への出展、商談会の開催
・バイヤーの招へい
・海外19か所に設置したサンプルショールームでの⽔産企画展
・Japan Street等プラットフォーム、越境ECの利⽤拡⼤
・専⾨家による企業伴⾛⽀援（販路開拓、代替加⼯施設調査等）
・調査(需要、輸⼊規制等、⽔産物の消費・購買実態等を踏まえた
新規市場開拓の可能性）

・専⾨家等の活⽤（輸出プロモーターによる海外情報の提供）

２．⽔産物含む⽇本⾷品の魅⼒発信（プロモーション）
・B to B向けプロモーション（PR)
・国連総会など要⼈が集まる機会に合わせてのPR
・外⾷企業と連携した飲⾷フェア
・インフルエンサーの活⽤、招へい
・グローバルメディアを⽤いたPR
・PRエージェントを起⽤した⽇本関連イベントでのPR

ジェトロは、ALPS処理⽔が放出された2023年８⽉24⽇に全国に特別相談窓⼝を設置し、
⼀部の国・地域による輸⼊規制強化等に影響を受けた企業からの相談に対応している。
緊急対策本部を9⽉7⽇に設置。①海外（代替・新規）販路の開拓、②⽔産物をはじめとした
⽇本産⾷品の魅⼒発信（新規需要の創出）各種事業を展開する。

⾒本市や商談会などにご関⼼のある⽅は、ジェトロの「農林⽔産物・⾷
品の輸出⽀援ポータルサイト」を参照ください。各国・地域の規制情報
なども提供しています。企業規模問わず幅広く活⽤いただけます。

14



地域 窓⼝ 連絡先

全国 本部（農林⽔産物・⾷品の輸出に関するもの） 03-3582-5646

本部（そのほかの海外ビジネスに関するもの） 03-3582-5651

東京都 ジェトロ東京 03-3582-4953

⼤阪府 ⼤阪本部 06-4705-8606

北海道 ジェトロ北海道 011-261-7434

（帯広相談窓⼝） 0155-20-3076

（旭川相談窓⼝） 0166-29-1911

（釧路相談窓⼝） 0138-21-4022

⻘森県 ジェトロ⻘森 017-734-2575

岩⼿県 ジェトロ岩⼿ 019-651-2359

宮城県 ジェトロ仙台 022-223-7484

秋⽥県 ジェトロ秋⽥ 018-865-8062

⼭形県 ジェトロ⼭形 023-622-8225

福島県 ジェトロ福島 024-947-9800

茨城県 ジェトロ茨城 029-300-2337

栃⽊県 ジェトロ栃⽊ 028-670-2366

群⾺県 ジェトロ群⾺ 027-310-5205

埼⽟県 ジェトロ埼⽟ 048-650-2522

千葉県 ジェトロ千葉 043-271-4100

神奈川県 ジェトロ横浜 045-222-3901

新潟県 ジェトロ新潟 025-284-6991

⼭梨県 ジェトロ⼭梨 055-220-2324

⻑野県 ジェトロ⻑野
ジェトロ⻑野諏訪⽀所

026-227-6080
0266-52-3442

富⼭県 ジェトロ富⼭ 076-415-7971

⽯川県 ジェトロ⾦沢 076-268-9601

福井県 ジェトロ福井 0776-33-1661

岐⾩県 ジェトロ岐⾩ 058-271-4910

地域 窓⼝ 連絡先

静岡県 ジェトロ静岡
ジェトロ浜松

054-352-8643
053-450-1021

愛知県 ジェトロ愛知 052-589-6210

三重県 ジェトロ三重 059-228-2647

滋賀県 ジェトロ滋賀 0749-21-2450

京都府 ジェトロ京都 075-341-1021

兵庫県 ジェトロ神⼾ 078-231-3081

奈良県 ジェトロ奈良 0742-23-7550

和歌⼭県 ジェトロ和歌⼭ 073-425-7300

⿃取県 ジェトロ⿃取 0857-52-4335

島根県 ジェトロ島根 0852-27-3121

岡⼭県 ジェトロ岡⼭ 086-224-0853

広島県 ジェトロ広島 082-535-2511

⼭⼝県 ジェトロ⼭⼝ 083-231-5022

徳島県 ジェトロ徳島 088-657-6130

⾹川県 ジェトロ⾹川 087-851-9407

愛媛県 ジェトロ愛媛 089-952-0015

⾼知県 ジェトロ⾼知 088-823-1320

福岡県 ジェトロ福岡
ジェトロ北九州

092-471-5635
093-541-6577

佐賀県 ジェトロ佐賀 0952-28-9220

⻑崎県 ジェトロ⻑崎 095-823-7704

熊本県 ジェトロ熊本 096-354-4211

⼤分県 ジェトロ⼤分 097-513-1868

宮崎県 ジェトロ宮崎 0985-226-9156

⿅児島県 ジェトロ⿅児島 099-226-9156

沖縄県 ジェトロ沖縄 098-859-7002 15



2-3 輸出減が顕著な品目の一時買取・保管支援、海外も含めた

新規販路開拓支援

3．国内加工体制の強化対策について

経済産業省
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ALPS処理⽔関連の輸⼊規制強化を踏まえた⽔産業の
特定国・地域依存を分散するための緊急⽀援事業 令和５年度予備費 207億円（新規）

事業の内容
事業概要

１．輸出先の転換対策
禁輸に対処すべく、新たな輸出先の開拓を⽀援
① 新規需要開拓事業
 漁業者団体等に対して、輸出減が顕著な品⽬（ほたて等）の

⼀時買取・保管や海外を含む新規需要開拓を推進。

② 代替販路開拓事業
a. ⽔産業者等と海外バイヤーとのビジネスマッチングや、展⽰会・試

⾷会等への出展の⽀援、専⾨家による伴⾛⽀援等を通じた
販路開拓サポート

b. ⽔産業者等による越境Eコマースを通じた顧客開拓を⽀援
c. 現地スーパーマーケットやレストラン等と連携した試⾷販売フェア

等を通じ、消費者にアピール
d. 海外の⼀般消費者向けに⾷材の魅⼒を発信し、消費を喚起

２．国内加⼯体制の強化対策事業
輸出先国のニーズに応じ、国内加⼯ができる体制整備に速

やかに着⼿
① 既存の加⼯場のフル活⽤に向けた⼈材活⽤等の⽀援
② 国内の加⼯能⼒強化に向けた、加⼯/流通業者が⾏う機器の導⼊

等の⽀援

事業⽬的

ALPS処理⽔の海洋放出以降の⼀部の国・地域の輸⼊規制強
化等を踏まえ、科学的根拠に基づかない措置の即時撤廃を求め
ていくとともに、全国の⽔産業⽀援に万全を期すべく、既に⽤意した
８００億円の基⾦による⽀援や東電による賠償に加え、特定
国・地域依存を分散するための緊急⽀援を実施する。
具体的には、⽔産物の新たな需給構造構築に向けて、新たな輸
出先の開拓や新たな輸出先のニーズに応じた加⼯体制の強化を
⽀援する。

成果⽬標
⽔産業の新たな需給構造を構築することを通じて、 ALPS処

理⽔関連の禁輸措置による影響を乗り越え、持続的・安定的
になりわいや事業が継続できることを⽬指す。

事業スキーム（対象者、対象⾏為、補助率等）
１．①新規需要開拓事業、２．国内加⼯体制の強化対策事業

補助（定額） 補助
国 ⺠間企業等

１．②代替販路開拓事業のうち a. b. c.
補助（定額）

国 独⽴⾏政法⼈⽇本貿易振興機構

１．②代替販路開拓事業のうち d.
委託

国 ⺠間企業等

⺠間企業等

1.①, ②c.d.,２．福島復興推進グループ総合調整室/原⼦⼒発電所事故収束対応室
1. ②a.b.通商政策局総務課/貿易経済協⼒局貿易振興課
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4．国内生産持続対策について

（資金繰り支援、養殖水産物の出荷調整への支援）

経済産業省、水産庁
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ALPS処理⽔の処分に伴う経営・輸出等の対策に関する相談窓⼝｜⽇本政策⾦融公庫 (jfc.go.jp)

ALPS処理⽔の処分に伴う経営・輸出等の対策に関する相談窓⼝
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国内⽣産持続対策のうち資⾦繰り⽀援について

○上記のほか、各融資機関等に対し、既往債務の償還猶予等も含め、実情に応じた⼗分な対応を取るよう要請を実施
（⽇本政策⾦融公庫においては、特別相談窓⼝を設置）

⾃然災害や社会的・経済的環境変化等により経営の維持安
定が困難となった農林漁業者に対し、⼀時的影響に緊急的に対
応するために必要な⻑期資⾦を⽇本政策⾦融公庫が融通。

○公庫資⾦「農林漁業セーフティネット資⾦」の対象要件の緩和 ○⺠間資⾦の実質無担保・無保証⼈化

漁業信⽤基⾦協会の保証付き融資につい
て、保証⼈を不要とし、担保は事業関係資産
に限る融資・保証を推進。

ALPS処理⽔の海洋放出に伴う輸⼊規制措置等により影響を受け
た農林漁業者の⽅が円滑に運転資⾦を調達できるよう、売上⾼の
減少等の数値要件等について特例を措置。

数値要件等の確認は不要
（資⾦繰りに著しい⽀障を来すおそ
れがあれば対象）

決算書等による売上⾼10%減
等の数値要件等の確認が必要

【今回の措置により…】【これまでは…】 中
⼩
漁
業
者
等

漁
業
信
⽤
基
⾦
協
会

国
補助⾦

保証料
担保・保証⼈

（今回の措置により不要）

債務保証

輸⼊規制措置等により影響を受けた漁業者・
⽔産加⼯業者の⽅の信⽤を補完し、円滑に
運転資⾦を調達できるよう、⽀援対象に追加。

保証の条件
担保・保証⼈︓事業資産以外の担保や新たな保証⼈は不要
保証限度額 ︓各基⾦協会で定める限度額の範囲内
利⽤者出資 ︓新たな出資は求めない（１⼝(５万円)のみ）

借⼊の条件
借⼊限度額︓⼀般 600万円（特認 年間経営費等の6/12に相当する額）

※原油価格・物価⾼騰等特例貸付は、
別枠で600万円（特認 年間経営費等の6/12に相当する額）

借⼊⾦利 ︓0.45%〜0.85%（令和５年９⽉19⽇現在）
償還期限 ︓15年以内（据置３年以内）
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5．質疑応答
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資料の問い合わせ先について

項⽬（資料番号等） 担当部署 電話
１ 説明会の趣旨および「⽔産業を守る」政策パッケージについて【P２〜９】

○輸出先の多⾓化に向けて【P３】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
○「⽔産業を守る」政策パッケージ【P５】
１．国内消費対策・⽣産持続対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
２．⾵評影響に対する内外での対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
３．輸出先の転換対策

① ⼀時買取・保管⽀援、新規販路開拓⽀援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
② ビジネスマッチング、飲⾷店フェアによる海外市場開拓、ブランディング⽀援・・・・・・・・・・・

４．国内加⼯体制の強化対策
① ⼈材活⽤等の⽀援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
② 機器等の導⼊⽀援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
③ HACCP施設・機器整備や認定⼿続き⽀援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

５．迅速かつ丁寧な賠償・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
○品⽬団体輸出⼒強化⽀援事業【P９】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

農林⽔産省輸出・国際局輸出企画課

経済産業省⼤⾂官房福島復興推進グループ
〃

※
（独）⽇本貿易振興機構 本部

※
※
農林⽔産省輸出・国際局輸出⽀援課
東京電⼒ホールディングス 相談専⽤ダイヤル
農林⽔産省輸出・国際局輸出企画課

０３－３５０２－３４０８

０３－３５０１－１２２８

０３－３５８２－５６４６

０３－６７４４－２３９８
０１２０-４２９-２５０
０３－６７４４ー１７７９

２ 輸出先の転換対策について【P１０〜１５】

２－１ ALPS処理⽔関連の輸出規制強化を踏まえた⽔産業の特定国・地域依存を分散
するための緊急⽀援事業【P１０〜１２】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２－２ ジェトロにおける具体的な事業計画【P１３〜１５】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
農林⽔産省輸出・国際局輸出企画課
（独）⽇本貿易振興機構 本部

０３－３５０２－３４０８
０３－３５８２－５６４６

２－３ 輸出減が顕著な品⽬の⼀時買取・保管⽀援、海外も含めた新規販路開拓⽀援
３ 国内加⼯体制の強化対策事業について【P１６〜１７】

○ALPS処理⽔関連の輸出規制強化を踏まえた⽔産業の特定国・地域依存を分散する
ための緊急⽀援事業【P１７】
１．輸出先の転換対策

① 新規需要開拓事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
② 代替販路開拓事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２．国内加⼯体制の強化対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

※
農林⽔産省輸出・国際局輸出企画課
※

０３－３５０２－３４０８

４ 国内⽣産持続対策について（資⾦繰り⽀援、養殖⽔産物の出荷⽀援）
【P１８〜２０】

○ALPS処理⽔の処分に伴う経営・輸出等の対策に関する相談窓⼝【P１９】・・・・・・・・・・・・・・・
○国内⽣産持続対策のうち資⾦繰り⽀援について【P２０】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
○養殖⽔産物の出荷⽀援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

経済産業省⼤⾂官房福島復興推進グループ
⽔産庁漁政部⽔産経営課

〃 増殖推進部栽培養殖課

０３－３５０１－１２２８
０３－６７４４－２３４7
０３－３５０１ー３８４８

※ 経済産業省⼤⾂官房福島復興推進グループ ０３－３５０１－１２２８
⽔産庁漁政部加⼯流通課 ０３－３５０２－８２０３ 22


